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論 文 内 容 の 要 旨 
 地盤沈下を阻止するため、多くの都市は地下水の揚水規制を行ってきた。その結果、低下を辿っていた地下
水位は元の状態にまで完全に回復し、これが地盤の脆弱化を招くことから、地震動を増幅させたり液状化危険
度を高めたりするなど、地震動被害を拡大する懸念が生じている。 
 本研究では、地下水位が及ぼす地震動および液状化危険度への影響を評価するため、１kmメッシュで大阪平
野の地震動地盤応答解析を実施し、液状化危険度の判定を行った。この解析では、地下水位低下による間隙水
圧の低下、および不飽和層内のサクション（負の間隙水圧）により有効応力が増加する効果を地盤の剛性に反
映できるような地下構造モデルを採用した。 
 地下水位を１～５ｍ低下させた場合、最大加速度と加速度スペクトルの積分値(0.1～10Hz)はいずれも平均で
約２～４％減少し、その減少率は水位低下量にほぼ比例して大きくなることが分かった。また、液状化危険度
については、地下水位が地表に等しい場合、非液状化のメッシュ数は全体の約２割であるのに対し、地下水位
を１～５ｍ低下させた場合、非液状化地点は４～８割へと大きく拡大し、水位低下量にほぼ比例する結果とな
った。その他のメッシュにおいても地下水位を下げることで液状化危険度は明らかに減少した。 
 以上のことから、地下水位は地震動の増幅および液状化危険度に対して大きく影響することが明らかとなっ
た。多くの場合、地下水位を低下させる事によって、地震動の振幅も抑えられるが、入力地震動の卓越スペク
トルと地盤のスペクトル特性が合致する場合には増幅することがある。したがって、入力地震動の周波数帯や
浅層の地盤構造を把握しながら、地下水位を適正に制御することが必要となってきた。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
主要都市を載せる堆積盆地は豊富な地下水を涵養できるため、日本の各地において、高度経済成長期に至っ
てなお、大量の工業用水を汲み上げてきた。そのため、地表近くにあった地下水位は大きく低下し、これが原
因でおびただしい地盤沈下に見舞われ、莫大な経済的損失をこうむった。地盤沈下を阻止するために、各地で
揚水規制が行われ、地下水位は回復すると同時に、地盤沈下も終結した。しかし、現在非常に高い状態にまで
回復した地下水位は地盤を脆弱にし、地震動の増幅や液状化の危険性が懸念されている。本論文は、地下水位
が地震動および液状化危険度に与える影響を評価するために、大阪平野を対象に地盤の地震動応答解析、なら
びにこれに伴う液状化ポテンシャルの解析を試みた。本研究で採用した入力地震動は、最近公的機関により地
域地震防災の基本情報として提供されているシナリオ地震で、南海トラフを震源域とする地震（海溝型地震）
と上町断層を震源域とする地震（内陸地震）である。これらの入力地震動と詳細なボーリングデータに基づく
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信頼性の高い地盤構造とを用いて、地下水位の影響を検討した研究はこれまで知られていない。本論文では、
地盤沈下の影響圏外と考えられる地下水レベルとして地表面下0～5mを想定し、地下水面より下で生ずる間隙
水圧の増加と地下水面より上に生ずるサクション（負の間隙水圧）による有効応力の変化を地盤の剛性に反映
させた地下構造モデルを構築し、地震動応答解析を行った。 
 建築基礎構造設計指針に基づく液状化指数(PL値)の算定には、上で得た地震動応答解析の結果を採用し、液
状化危険度を評価した。解析の結果、最大加速度および実効的な加速度スペクトル積分値（0。1～10Hz）は地
下水位の深度とともにほぼ比例して低下し、5mの地下水位低下に相当する両方の値はいずれの地震においても
平均で 5％程度減少することが明らかとなった。また、PL値についても、地下水位低下量にほぼ比例して液状
化危険度が低下し、いずれの地震でも地下水位が0mの場合では約7割の地域が液状化するのに対し、-5mの場
合は、液状化地域が海溝型地震で約2割に、また、内陸地震で約5割に縮小することを示した。 
 本論文は都市地盤において重要となる、地震動増幅および液状化危険度に与える地下水位の影響を最新の知
見に基づいて評価したものであり、環境･防災科学上極めて有益な情報を提供した。よって、審査委員は本論文
を博士（理学）の学位に値するものと審査した。 
 
